
一般社団法人 日本レストルーム工業会 証明書発行窓口　行き
「中小企業等経営強化法の経営力向上設備等に係る生産性向上要件証明書」発行依頼書
	当該設備の概要
	減価償却資産の種類
	建物附属設備　　　　　　　　　　　

	
	設備の種類又は細目
	衛生設備

	
	設備の名称
	節水大便器/節水小便器/温水洗浄便座

	
	製品品番
	

	
	会社名・事業所名(設置場所)
	


【ご依頼担当者】
	記入日
	平成　　　年　　　月　　　日

	連絡先
	会社名
	　

	
	所属
	

	
	担当者名
	

	
	電話番号
	


　　　
　
【対象製品】　　
	メーカー名
	　

	製品品番※
	

	取得等の年月（予定）
	平成　　　　年　　　　月


　　 ※「当該設備の概要」欄の「製品品番」と同じものをご記入下さい。　
　
【ご依頼前のチェックリスト】　　　　　　　　　　　　　
	項　　目
	ﾁｪｯｸ欄

	対象製品の「製品品番」が、日本レストルーム工業会ホームページの製品リストに掲載されていることをご確認ください。　記載のないものは原則として対象となりません。
	

	送付先の郵便番号・住所・宛名が記入された返信用封筒が同封されていることをご確認ください。
	　

	返信用封筒には必要な返信用切手（２８０円分＊）が貼付されていることをご確認ください。
＊特定記録郵便で発送しますので、１２０円＋１６０円となります。
	　



【ご注意】


１.本依頼書により申請を受けてから、証明書がお手元に届くまで、1ヶ月ほど要しますので、予めご了承下さい。


２.本依頼書に応じて工業会が発行する証明書は、中小企業等経営強化法第１３条第４項に基づく経営力向上設備等であって、中小企業経営強化税制及び地方税法附則第１５条第４３項に規定される固定資産税の課税標準の特例措置の対象設備の要件のうち、生産性向上に係る要件（「一定期間内に販売」、「生産性向上」の要件）を満たしていることを証明するものです。これら税制の適用を受けるためには、さらに、中小企業等経営強化法第１３条第１項に基づき経営力向上計画の認定を受けること、経営力向上設備等に該当すること、当該設備の価額が最低取得価額以上であること、平成31年3月31日までに取得すること等の要件を満たす必要があります。詳しくは中小企業庁経営強化法のホームページをご参照いただき（http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/index.html）、税務署、税理士などにご確認ください。








